
 
 

 

 

 

気候危機突破プロジェクト 

 ・ 県民や事業者、市町村など様々な主体との連携・協働を加速化するプロ 

ジェクト 

・ 社会状況の変化や技術革新の動向を踏まえ、随時、内容の見直しを図り、 

必要なプロジェクトを追加する 

 

１．脱炭素まちづくり 

コンパクト＋ネットワークまちづくりプロジェクト・・・・１ページ 

地域と調和した再エネ普及拡大プロジェクト・・・・・・・４ページ 

健康エコ住宅普及促進プロジェクト・・・・・・・・・・・７ページ 

ゼロカーボンビル化促進プロジェクト・・・・・・・・・・９ページ 

（県庁舎ゼロカーボンビル化・長寿命化プロジェクト） 

 

２．環境イノベーション 

SDGｓ&ESG 投資促進プロジェクト・・・・・・・・・・・11 ページ 

ゼロカーボン実現新技術等促進プロジェクト・・・・・・・13 ページ 

 

 

３．地域循環共生圏創出 

世界標準の RE100 リゾートプロジェクト・・・・・・・・ 15 ページ 
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将来：歩いて楽しめるコミュニティ

1. 人口減少・高齢化への対応、エネルギー利用の合理化の視点を持ったコミュニティのコンパクト化の促進

2. 徒歩圏で楽しめるコミュニティどうしが公共交通機関をはじめ、多様な移動手段でつながる

3. コンパクト化による共助、地域内のエネルギー自立化とグリーンインフラ整備により持続可能で魅力あるまちに発展

１ コンパクト＋ネットワークまちづくり プロジェクト

体制

・立地適正化計画と連動したインフラ整備
・グリーンインフラの推進

都市・まちづくり課

・エネルギーの自立分散化
・運輸部門のｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ化促進
［中山間部］車の電動化
［都市部］ｼｪｱﾘﾝｸﾞ+電動化

ゼロカーボン推進室

基本方針基本方針
ゼロカーボン達成に向け、2050年の人口構造等も見越したまちづくりを住民・市町村と一体で推進
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現状：自家用車が移動の中心

・MaaSの推進やゾーン内定額パスの導入
など公共交通のさらなる活性化策の検討
・各コミュニティ→市街地の移動手段の確保
・コミュニティ内での移動手段の多様化
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１ コンパクト＋ネットワークまちづくり プロジェクト                      

１ 現状と主な課題 

人口減少や高齢化に加え、インフラの老朽化が進むことで、将来的に住居の点在化が

想定され、多分野での課題が懸念される。同時に自家用車への依存と公共交通利用者の

減少が顕著であり、車が運転できなくなった高齢者等への対応が困難になる可能性があ

る。 

・税収の減少と既存インフラの更新等により基礎自治体の財政状況が悪化 

・公共交通機関の不足地域では、自動車の運転が困難になった高齢世代の移動が困難に 

・居住者の点在化により、生活を保障するための行政サービスの質が低下する可能性 

・公共交通から自家用車への利用転換や若年人口の減少、免許を保有する高齢者の増加

などにより公共交通の利用者は減少を続けており、路線の廃止・縮小が相次ぎ、利便

性低下と利用者減少の悪循環、自治体の費用負担が課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題解決に向けた方向性 

一定程度の人口密度の維持および日常サービスの提供元となるような施設を駅やバス停

の周辺、コミュニティの中心部に集中させることで、各コミュニティ内での近距離移動の

可能性を高めるとともに、まちの中心部への公共交通でのアクセス性の向上を目指す。こ

れにより、住民にとって便利なだけでなく、行政サービスの効率化やエネルギーの効率的

利用等につなげる。同時に、グリーンインフラの推進や、ＵＤＣ信州の取組を通じ、まち

の魅力や安全度を高め、都市の価値を向上させる。  

・コンパクト＋ネットワークの実現に向けた市町村の立地適正化計画策定を支援するとと

もに、これと連動した歩行空間や自転車利用環境の整備、防災・減災に繋がるインフラ整

備を進める。 

・自然環境が有する機能を社会資本整備や土地利用の両面で取り入れ、持続可能で魅力あ

る都市の緑化を進める。 

・公共交通を最大限活用しつつ、マイカー所有が避けられないエリアではモビリティの電 

動化や自動運転化を進めるなど、地域特性に応じたまちの在り方・移動の可能性を検討  

・コミュニティ内の移動は、公共交通・徒歩・自転車に加え、「e-bike」や「グリーンス 

出典：S25～H22 国勢調査 
H27    毎月人口異動調査（4月 1日） 
H32～H52 国立社会保障・人口問題研究所 
「日本の地域別将来推計人口」 出典：「運輸要覧」（北陸信越運輸局長野運輸支局） 

※地方鉄道には、JRは含まない 

図１ 長野県の年代別人口推移と推計値 
図２ 長野県の公共交通機関（乗合バス、鉄道、 

タクシー）の利用者数 
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ローモビリティ」など、多様な選択肢を検討  

・公共交通の存続や最適な運用を実現するため、MaaS の推進やゾーン内定額パスの導入 

など公共交通のさらなる活性化策を検討  

 

 これらは、規制・誘導など継続的な施策と、時期を捉えて集中的に行う施策とを組み合

わせて検討する。 

 

３ 目指す姿 

当プロジェクトが達成された長野県では、人口の減少と高齢化に対応した最適なまち

として、コミュニティのコンパクト化とエネルギーの自立化、雨水貯留や避難場所とし

てのグリーンインフラの整備が進み、環境負荷の低減と同時に、歩いて楽しむことがで

きるまち、災害にも強靭なまちづくりが進む。 

これに合わせ、人口減少・高齢化が進んだ都市部においても、自家用車ではなく徒歩

や公共交通機関、自転車、EVシェアリングなどを軸とした移動スタイルが定着しており、

どの年齢層においても移動において困難を感じることなく様々なサービスにアクセスす

ることができる。これにより公共交通が維持され、利用者が一定程度以上の水準で保た

れており、過疎路線においても運営が安定化している。 

公共交通での移動が困難な中山間地においては、主要駅等へのパークアンドライドや

車の電動化が進んでいる。 

以上により、地域の魅力・社会構造に合わせたまちづくりと、公共交通の維持、安全

でクリーンなエネルギー利用が進み、効率的な行政サービスの提供がなされ、将来にわ

たり持続可能な地域が確立している。 

 

人口減少、少子高齢化社会、温暖化による自治体の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域の労働力不足 

税収減 

・産業、行政サービス（病院やインフラ維持等）の質の低下 

・移動手段がなくなり、生活困難者の増加 

空き家・空き建物の増加 

人口密度の低下 
高齢者の移動手段不足 

インフラ老朽化 

災害リスクの高ま

り 

コンパクト＋ネットワークまちづくりプロジェクト

の実施 

■公共交通の地域内活性化 

■人口密度の維持による効率的なサービスの提供 

■マイカー以外の移動手段の充実 

■環境や防災に配慮されたまちへ 
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２ 地域と調和した再エネ普及拡大 プロジェクト

基本方針
１．ソーラーポテンシャルマップによる屋根ソーラーの最大限の普及、自家消費型へのライフスタイルの転換を促す

２. 企業局による新規水力発電所建設や既設水力発電所のリプレースにより、発電電力量を拡大するとともに、

信州Greenでんきプロジェクトにより県内外に供給

３．あらゆる分野とのコラボにより再エネの導入検討 「多様な手段でエネルギーの地消地産を実現」

体制

地域の発電事業者

農業×再エネ 製造業×再エネ、交通インフラ×再エネ 等の検討

・ソーラーローラー大作戦 ・地域の関係機関との協力
・自家消費モデルの創出と促進

Step １ 個別プロジェクト①

住宅用太陽光発電の徹底的な普及

ゼロカーボン推進室

環境政策課
ポテンシャルマップ登録・協力事業者

・屋根の上に太陽光パネルが当たり前の姿に
・エネルギー自家消費へのライフスタイルの転換

電機商業組合、工務店協会、自然エネルギー信州ネット等
と連携し屋根ソーラーモデルを構築

多分野と連携し自家消費・
域外へのエネルギー供給モデルを構築

信州の全ての屋根にソーラーを

Zero Carbon 
Hub

新技術提案

環境部

再エネと産業、農業、交通など

Step ２

・あらゆる分野とのコラボレーションにより、地域外
から獲得した資金を地域内で循環、 地域に
雇用と所得を確保

・太陽光×EV×蓄電池モデルの普及促進、バイ
オマス発電・熱供給、小水力発電、マイクログ
リッドの検討等

再エネと多様な分野のコラボレーション

各分野とのコラボレーション

適正な推進
関連法令

建設部

林務部

農政部

環境部

その他関係部局

ゼロカーボン実現
アイデア募集

従来からの技術
提案 その他関係部局

産業労働部

農政部 林務部

建設部 企業局

4

Step １ 個別プロジェクト②

企業局による水力発電の拡大・普及

新規電源開発地点発掘プロジェクト
・水資源の最大限活用のため水力発電所を整備

「信州Greenでんき」プロジェクト（R２開始）

・企業局水力発電所の電気を県内外に供給

新規発電所建設等を加速・信州産電気を県内外へ

小売販売
新電力等

企業局
水力発電

CO2フリー電気

地産電気

・関係部局、市町村と連携し、開発可能候補地を発掘、
新規水力発電所建設と既設発電所のリプレースを推進
・再エネ供給拡大を通じて、地域の発展に貢献

県内

全国
（世田谷区） 大学など研究機関



２ 地域と調和した再エネ普及拡大 プロジェクト                   

１ 現状と主な課題 

(1)住宅用太陽光発電 

・長野県における世帯数に対する住宅用太陽光普及 

率は佐賀県に続いて全国２位であり、さらなる上 

積みが期待される。 

・信州屋根ソーラーポテンシャルマップによると、 

長野県の住宅屋根の発電ポテンシャルは約 350 万 

kW となっている。すでに導入済みである住宅屋根 

へのソーラーの設置は約 35万 kWあり全体ポテン 

シャルの約 10％という状況。 

・FIT 制度においては、2020 年度末に抜本的な見直しが行われる中で、売電単価は下がっていく

傾向とされている。 

・2050 年度ゼロカーボンを達成 

するために、県内の再生可能 

エネルギーのポテンシャルを 

最大限活用する必要があり、 

環境負荷のかからない、住宅 

屋根への太陽光パネルの設置 

の推進が重要。 

そのためには、FIT 価格が下 

がっていく中での、県民（消 

費者）への電力の自家消費の 

有益性の認識とその普及が課 

題となっている。 

 

(2)太陽光発電以外の再生可能エネルギーの普及拡大 

  ・太陽光発電以外の再生可能エネルギーの普及に 

ついては、例えば、ともに設備利用率が高く安 

定電源として期待される小水力発電とバイオマ 

ス発電の発電設備導入量を見ると、小水力発電 

は、全国トップクラスの導入量であるのに対し、 

バイオマス発電については、導入が遅れている 

など、エネルギー種別ごとの普及に差がある状況 

となっている。 

   

２ 課題解決に向けた方向性 

STEP１ 

〇住宅用太陽光発電 

・信州屋根ソーラーポテンシャルマップの最大限の活用 

ソーラーローラー大作戦による地域の関係機関を大きく巻き込んだキャンペーンの実施や、地域 

　【累計導入件数】 　【累計導入容量（kW）】

　　※H27.3以降の実績には、移行認定分（FIT(H24～)以前から導入されていた設備（住宅用…4万件・16.5万kW、事業用…648件・1.5万kW））を含む
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5 



の太陽光発電設備小売店や発電事業者との協力による電力の自家消費スタイルへの転換を促し、 

「信州のすべての屋根にソーラー」を目指していく。 

 

〇企業局による水力発電の拡大・普及 

    新規電源開発地点発掘プロジェクト 

・水資源の最大限活用のため関係部局、市町村と連携し、 

 早期に開発可能候補地を発掘、水力発電所を整備。 

  ・既設発電所のリプレースや出力増強 

・再エネ供給拡大を通じて、地域の発展に貢献 

「信州Ｇｒｅｅｎでんき」プロジェクト 

・企業局の水力発電所で発電した電力の CO2フリー価値 

や地産価値を活用。 

・信州産電力として、県内及び世田谷区を含む首都圏など全国に供給し、事業者の再生可能エ

ネルギー率の向上や信州産電力の価値向上を目指す。 

・大都市への電力の供給を通して、発電産地である長野県と電力消費地（例：世田谷区）との

交流を深める。 

 

STEP２ 

再エネと多様な分野のコラボレーション 

「農業×再エネ」、「製造業×再エネ」「交通インフラ×再エネ」等の検討など、あらゆる分野と連携

した自家消費や、域外へのエネルギー供給モデルを構築していく。 

（例）〇 太陽光×EV×蓄電池モデルの推進：自家消費スタイルの普及と併せて、自動車販売店等

と連携した太陽光＋EV（蓄電池）の普及の促進を進めていく。 

   〇 バイオマス発電・熱供給： 

これまで一定の成果をあげている木質バイオマス 

に加え、キノコ廃培地、家畜糞尿、食品残渣など、 

多様なバイオマス発電、熱利用について、実用に 

向けての検討を進める。 

   〇 マイクログリッドの検討：災害時の電力の自立や、 

     電力の地消地産に寄与する長野県の特性に即しマイクログリッドの推進について検討を

進める。 

３ 目指す姿  

 ・全国有数の太陽光エネルギーに適した地域特性を活かし、エネルギーの自消自産・地消地産

を実現。 

 ・住宅用太陽光については、屋根ソーラーの普及のみならず、県民のエネルギーの自家消費型

へのライフスタイルの転換を促す。 

 ・企業局による新たな水力発電所の整備を加速させ、新たな再エネ電源の開発や、地域振興に

寄与するともに、信州産電気を県内外に供給し、信州産電力の価値を高める。 

  ・あらゆる分野とコラボレーションし、多様な手段によるエネルギーの地消地産を実現する。

また、エネルギー生産により、地域外から獲得した資金を地域内で循環し、地域の雇用 

   と所得の確保につなげる。 

バイオガス発電 中野市 

企業局 水力発電所 
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環境面からのアプローチ・検討支援

３ 健康エコ住宅普及促進 プロジェクト

基本方針
1. 住宅の断熱性能向上による環境・健康・快適性等への幅広いメリットについて、業界の垣根を超えて普及

2. 県民のライフステージに合わせた効果的なアプローチにより、新築住宅のゼロエネ化・既存住宅の断熱改修を加速

3. 地域の工務店等の施工技術向上と施工件数の増加による地域経済の活性化

体制

家庭部門のｾﾞﾛｴﾈﾙｷﾞｰ(ZEH)化
(省エネ・創エネ・蓄エネの推進）

ゼロカーボン推進室

ACEプロジェクトの推進
健康長寿世界一に向けた取組

健康福祉部

健康部局との連携

市町村

医療機関・薬局利用者、
家計相談訪問者等に対し、
機会を捉えて個別に啓発

信州健康支援薬局
日本FP協会 等

断熱資材・エネルギー効率的利用
・暑熱環境に関する研究

信州大学

地球温暖化防止活動推進員
によるセミナー(環境カレッジ、
公民館の公開講座等）

環境保全協会
(地球温暖化防止活動推進センター)

快適

健康
医療費の削減

安心

環境配慮
光熱費の削減

ｺﾝﾊﾟｸﾄ+ﾈｯﾄﾜｰｸまちづくりPJ
集住・共助

ｴﾈﾙｷﾞｰの適正利用

ヒートショック
のリスク

光熱費の負担

結露・カビ

健康面からのアプローチ・
生活の中に定着

✨

・工務店、建築士のｽｷﾙｱｯﾌﾟ
・先進事例の創出と共有

建築関係団体

工務店・建築士

・施工技術向上・改修支援
・省エネ住宅の普及に向け以下を活用
［環境配慮型住宅助成金］
［環境エネルギー性能検討制度］

建築住宅課

気
づ
き

学び 行動（新築・改築）

新築

改修

太陽光、県産材、ﾊﾞｲｵﾏｽ利用

支援

施工

呼吸器・循環器疾患
のリスク

資金計画の支援
ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝに応じたｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

日本FP協会
技術面・資金面からのアプローチ

住民

退職 相続
子の
独立

蓄電池
・
V2H

ZEH
(ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰﾊｳｽ)

結婚

ライフステージに応じ、
健康・経済・環境に
やさしい住宅を建設
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 ３ 健康エコ住宅普及促進 プロジェックト                         

１ 現状と主な課題 

・温室効果ガス総排出量の削減目標達成に向けては、家庭部門の大幅な削減が必要。 

・家庭における冷暖房エネルギーは建物の性能と深く関係しており、住宅の断熱性能向上により

光熱費や温室効果ガス排出量の削減を図ることができる。 

・また、脱衣室や浴室と居間の温度差が小さくなり、ヒートショックのリスクが低減される（家

庭内の死亡事故の多くが寒い時期の入浴中に発生しており、その多くがヒートショックに起因

する心筋梗塞や脳出血、脳梗塞が原因と想定される）。 

・住宅の断熱改修が進まない要因として、暑さや寒さを精神や衣服で乗り越える「我慢の省エネ」

や、浴室だけを一時的に温める「局所暖房」などの根強い考えがある。 

・住宅の断熱性能向上は、光熱費の削減にとどまらず、「健康」や「快適性」にメリットがある

ことを周知し、「医療費の削減」や「健康寿命の延伸」に繋がる視点からの促進策が必要であ

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題解決に向けた方向性、目指す姿 

・県の健康づくり普及啓発活動（信州 ACEプロジェクト）と連動させ、健康面から断熱改修を促

進するとともに、環境カレッジでの専門家派遣やシニア大学講座等を通じて意識啓発を実施 

・医療・健康業界、建築業界等と連携し、医療機関・薬局利用者、家計相談訪問者等へ、住宅の

断熱性能向上を啓発 

・市町村の健康部局と連携した「断熱性能の低い家の健康リスク」、「ヒートショック防止策」の

啓発 

・ライフステージに合わせた効果的なアプローチによる省エネ住宅の普及促進 

・工務店等の断熱・省エネ施工技術の向上に向けた研修会等を開催 

☚ 冬季は脳血管疾患、心疾患が増加 

（人口動態調査） 

断熱改修はヒートショック防止につながる 

（スマートウェルネス住宅等推進事業（国土交通省）） 

 

（長野県の住宅は断熱性能が低い） 

・ 二重サッシ/複層ガラスが全ての窓にある住宅 

長野県 24.0％（北海道 63.7％） 

【H25住宅土地統計調査】 

プロジェクトの方向性 

新築住宅のゼロエネ化・既存住宅の断熱改修促進に向けた課題 

「我慢の省エネ」や「局所暖房」などの根強い意識 建築士等の断熱・省エネ

施工技術の向上 

医療・健康・建築業界の連携による 

健康の視点から普及啓発 

セミナー、研修会等により

建築事業者を育成 

断熱性能の低い家の「健康リスク」が知られていない 

ヒートショックの抑制、医療費削減、健康寿命世界一 
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４ 県庁舎ゼロカーボンビル化・長寿命化プロジェクト

基本方針
1. 県庁舎を断熱材で覆う等により更なる劣化を遅らせ、長寿命化を目指す

2. 庁舎の省エネルギーや建替えに伴う廃棄物の抑制に加え、温熱環境の改善により執務効率を向上

3. 企業局非FIT電力等を供給し、県庁等電力を100％再生可能エネルギー化

4. 本プロジェクトを契機に全庁的に省エネルギー等を検討する体制・制度を確立

5. 建設会社等が広く参加できる研究会を設置 他自治体の公共施設や民間ビルへ波及

体制

・発電電気の供給
手法検討

企業局

・技術検討
・企業との連携

建築住宅課
施設課

・個別施設計画
・優先度評価
・他施設への検討

財産活用課

・全体設計
・省エネ協議へ反映
・率先実行計画

ゼロカーボン推進室

県庁舎長寿命化

県内企業
研究会

建設会社
工務店

県有施設施工中
現場見学会等

電力100％再生可能エネルギー化

・プロジェクト全体の工程管理
・全県施設への導入システム検討（組織等）

省エネ推進ワーキンググループ

ファシリティマネジメント
推進会議

提案

小水力
ネットワーク

発電事業者
地域新電力 等

構成課室
ゼロカーボン推進室
財政課
財産活用課
環境政策課
建築住宅課
施設課構成員：副知事・部局長
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４ 県庁舎ゼロカーボンビル化・長寿命化 プロジェクト                    
１ 現状と主な課題 

・県の事務事業の実施に伴い発生する温室効果ガスの排出抑制に直結する取組として、「第５次長野県

職員率先実行計画」において施設・設備の省エネルギー化を推進しているが、気候非常事態宣言（ゼ

ロカーボンへの決意）を踏まえ、県としてもさらなる取組が必要。 

・「長野県ファシリティマネジメント基本計画」において、県有施設の建築経過年を見ると 30 年を経

過した施設が約３分の２を占めており、今後改修等を検討する県有施設が増加すると想定されるた

め、施設の長寿命化及び省エネに資する施設整備が重要となってくる。 

・一方、改修に当たっては、大規模な案件を除き事務職員が実施しているが、効率的かつ効果的に省

エネ改修を実施するためには、技術職による専門的な知見が必要。 

・また、「省エネ改修等協議制度」などの省エネ改修に係る制度はあるものの、協議結果を踏まえた省

エネの検討が改修の際に必ずしも反映されるような制度となっていない。 

・水力等の企業局非 FIT 電力等については、企業局の「経営の安定」に資する売電手法及び売電先を

検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題解決に向けた方向性、目指す姿 

・象徴的な公共施設である県庁舎等において、断熱、庁舎の省エネルギー化及び再エネ設備の導入等

をモデル事業として実施し、施設の長寿命化及び温熱環境の改善により執務効率を向上する。 

・企業局電力等について、県有施設等への供給体制を構築する。 

・他の県有施設についてもゼロカーボンビル化（省エネ・再エネ）に資する手法を検討できる制度及

び組織体制を構築する。 

・モデル事業実施の際には、建設会社等が広く参加できる研究会を設置し、施設の長寿命化、省エネ

化に資するノウハウについて広く普及を図るとともに、他の公共施設や民間ビル等へ水平展開を図

る。 

 
県庁舎ゼロカーボンビル化・長寿命化プロジェクトに係る課題 

企業局の非 FIT電力等の有効活用 
省エネ化が図られていない 

（省エネ知識の不足、制度・体制が不十分） 
施設長寿命化 

県庁舎ゼロカーボンビル化・長寿命化プロジェクトの実施 

個別施設計画への反映 全県施設へ普及する

ための制度・体制構築 

県有施設の電力の 100% 

再生可能エネルギー化 

他自治体公共施設・民間ビル等の水平展開 

県内地域の 100%再生可能エネルギー化 

78,122

79,518

77,701

76,647

74,076
73,060

69,903
70,845

69,597

67,591

64841

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

第5次職員率先実行計画目標値

ｔ－CO2

図１ 県機関における温室効果ガス排出量の推移 図２ 建築年度別建物棟数 
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1. 利益の追求とSDGs経営は両立する意識を定着、SDGs経営が当たり前の長野県に

2. 事業活動の徹底的な省エネや再エネ導入、モノづくりの脱炭素化によりESG投資を呼び込む好循環を創出

3. 事業活動・ものづくりの脱炭素化と情報開示により、気候変動に適応したサプライチェーンで選ばれる企業へ

５ SDGs＆ESG投資促進プロジェクト

基本方針

・環境配慮型債券購入
による基金運用

会計局、関係課

・事業活動温暖化対策計画書制度で
環境配慮活動を評価、公表

ゼロカーボン推進室

・気候変動・ESGに
係る啓発講座実施
（環境カレッジ事業）

環境政策課

SDGs＆ESG意識を持つ企業の増加

～2025 2050

・サプライチェーンを含む長期計画
・県内中小企業へ働きかけ

県内大企業
・ゼロカーボン方針を中長期経営計画に導入
・省エネ・再エネ設備投資
・ものづくりの脱炭素化（ESG投資の呼び込み）
・プラスチックスマート、SBT、RE100の実践 etc

県内企業（中小含む）

潮流を作る第一歩
＝金融機関の巻き込み

SDGs経営が当たり前の
長野県に向けた

意識醸成・巻き込み

SDGs,ESGが企業の共通言語
企業自らの気付き

業
界
団
体

・企業へのESG融資展開

地方銀行

県
内
企
業

県

体制
～2030

・グリーンボンド発行

財政課

・会員へのSDGs、ESG啓発、事例水平展開
・ゼロカーボン宣言の賛同、周知

信州豊かな環境づくり県民会議、環境保全協会、
産業環境保全協会、経営者協会

県民意識
企業意識の巻き込み

企業のゼロカーボン化

計画書制度対象全企業ゼロカーボン達成
中小企業も年２％ 削減を達成

取組を行う企業の
拡大・適正な評価

・SDGs企業啓発
・企業製品等を都会で発信(銀座NAGANO)

産業政策課

率先実行 主流化
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５ SDGs＆ESG投資促進 プロジェクト                        

１ 現状と主な課題 

・世界では、脱炭素社会への移行、SDGsを具現化した持続可能な経済社会づくりに向けて、ESG

課題を考慮した資金の流れが急速に広がっている。 

・こうした中、企業経営に社会的課題への対応を組み込む SDGs 経営の重要性が指摘され、気

候変動は、その社会的課題の中で最も重要かつ緊急的なものと理解されている。 

・また、TCFD 提言においても気候変動が企業経営にとって明確なリスクと機会になりつつあ

り、これらを織り込んだ経営戦略の立案の重要性が指摘されている。 

・日本でも、大企業を中心に RE100や SBTに参加する企業が増え、こうした取組が企業価値を

高め、投資家が評価する循環が広まりつつある。 

・また、こうした企業では、部材の調達先（地方の中小企業等）を含め、サプライチェーン全

体での排出削減を目指す動きが広まっている。 

・このように、SDGs経営は、サプライチェーンで選ばれ続ける企業であるためには不可欠の要

素となりつつあるが、中小企業を中心に未だその認知度は低い（図１）。 

・SDGs経営と ESG投資の広まりを先取りし、気候変動下で選ばれる企業経営が求められる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 課題解決に向けた方向性 

 (1) SDGs経営が当たり前の長野県に 

・SDGs経営や ESG投融資の国内外の動向について、専門家を招聘し学ぶ県民講座を開催。 

利益の追求と SDGs経営が両立する意識を定着 

・地方銀行と連携し、ESG投融資の活性化や持続可能な企業経営を促進 

・県自らもグリーンボンドを発行し、ESG投資市場を活性化。基金運用における環境配慮型債

券の購入も検討 

・事業活動温暖化対策計画書制度において、気候変動情報開示やグリーンボンドの発行、

RE100へのコミットなど、先進的な取組を評価するとともに、優良事例を周知・啓発 

・気候非常事態宣言（ゼロカーボンへの決意）への賛同を呼び掛け、県民一丸となって取り

組む機運を醸成 

 (2) サプライチェーンで選ばれる企業に向けて行動 

 ・ESG投融資の高まりを見据え、企業自ら事業活動の徹底的な省エネや再エネ導入、ものづく

りの脱炭素化に取り組み、更なる ESG投資を呼び込む好循環を創出 

 ・RE100や SBTを実践する企業等のサプライチェーンにおいて、選ばれる企業を創出 

・ゼロカーボン実現に向けた、具体的な経営方針を策定、実行 

 

３ 目指す姿 

・事業活動温暖化対策計画書制度の対象全事業者について、2050年までにゼロカーボン達成 

・上記以外の企業についても、二酸化炭素排出量の年２％の削減を目指す 

図１ SDGsの認知度・対応状況 
※「㈱大和総研 地域の持続可能性を高める ESG融資の課題」 

より抜粋、中小 500社が対象（2018.12） 

図２ ESG市場の拡大 
※経済産業省 HPより抜粋 
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６ ゼロカーボン実現新技術等促進 プロジェクト

基本方針
1. 従来の行政の発想から脱却し、産官学民連携によりゼロカーボンを実現するアイデアを国内外から、広く募集するため、「ゼロ

カーボン実現新技術等提案窓口 Zero Carbon Hub 」を設置

2．アイデアをもとに多様な分野でゼロカーボン施策を実現、従来の枠組みで対応できない案件について、新プロジェクトを立ち上

げ、実現に向けて取り組む、新プロジェクトにおいては、成熟したローテクに、先端的な知見・技術を組み合わせた産業の創出

などにも取り組む

ゼロカーボン実現
新技術等促進
プロジェクト

木製サッシ、断熱材・発電機
蓄電池等について、既存技術、
新技術による新展開

ゼロカーボン実現新技術等提案窓口
Zero Carbon Hub の設置

✔ 広報ＰＲ

✔ 実証試験
のフィー
ルド提供

✔ 県自ら実施
（公共調達
ルールの
改訂検討）

✔ 従来から
の支援策
により支援

等

●技術相談（各支援機関）

●創業支援
（創業相談窓口）等

●金融支援（各種融資制度）

Zero Carbon 

Hub

提案内容の
集約整理

（ゼロカーボン推進室）

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
実
現

ア
イ
デ
ア
募
集

従
来
か
ら
の
技
術

提
案

単
独
で
事
業
化

従
来
事
業
と

の
組
合
せ
で

事
業
化

新
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で
事
業
化

産業化研究会 多様な分野
で実現

※支援対象を精査
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６ ゼロカーボン実現新技術等促進 プロジェクト                          

１ 現状 

・世界的な脱炭素化の流れは不可逆的であり、製品開発やサービス等の経済活動においても特に 

環境に配慮することが求められている。 

・環境エネルギー分野では、既存の技術を活用又は組み合わせることで開発できる新製品やサー

ビスもあり、県内でも小型小水力発電機や木製サッシの開発に取り組む企業が存在する。 

・ブロックチェーン、ドローンといった環境エネルギー分野と整合的な新技術が開発され普及し

はじめている。 

・環境先進国のドイツ連邦共和国では、製品開発等を産官学で支援する産業クラスターが多数形

成されており、環境エネルギー分野の産業化において重要な役割を果たしている。 

・長野県では平成 29年度に環境エネルギー分野の産業化研究会を立ち上げ、５つのプロジェク 

トを産官学民連携により支援してきた。 

 

   

   環境エネルギー分野の産業化研究会の様子          県内企業が開発する小型小水力発電機 

 

２ 主な課題 

・２０５０ゼロカーボンを目指すにあたっては、これまでの行政主導の施策では限界がある。 

  従来の技術提案だけでなく、民間の知見を活用し、多様なアイデアを取り入れる必要がある。 

・県内企業の技術力や県内大学のシーズを活用することで開発できる製品やサービスも存在す 

るが、そのような製品等に対するニーズが現時点では少ない。 

・県内の製造業は県外大手企業の下請けが多く、新たな製品の企画や営業面に課題がある。 

・ゼロカーボンという大きな変化、潮流をとらえて新たな取組を行う企業を効率的に支援すると 

ともに、知見の蓄積を図る仕組みや体制がない。 

 

３ 課題解決に向けた方向性、目指す姿  

・ゼロカーボンに資するアイデアを募集し、多様な施策につなげるワンストップ窓口（Zero 

Carbon Hub）を設置する。 

従来の枠組みでは対応できない提案に対しは、新プロジェクトで対応する。例えば、新技術や

既存の技術を活用し製品開発等を行おうとする事業者提案について、産官学民連携により製品

開発等に向け伴走型支援を実施するとともに知見の蓄積を図る。 

・プロジェクト成果としては、県内外だけでなく海外を含めた販路開拓を支援する。 

・ゼロカーボンに資する製品等は県で積極的に活用することとし、県施設を新技術の実証試験の 

フィールドとして提供する。また、県が率先してＰＲを行う。 
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持続可能な地域循環共生圏

７ 世界標準のRE100リゾートプロジェクト

基本方針
1. 県内には、豊富な水量等地域資源のポテンシャルが高い地域も多く、その資源を活用して、エネルギー自給率の向上、地域内経

済循環の創出が期待できる。

2. 地域産電力をスキー場や宿泊施設に供給することでRE100リゾートを目指し、ブランド価値の向上を図り世界へ発信

3. 再生可能エネルギーを様々な分野と結び付け、相乗効果により持続可能な地域を形成

体制

・関係団体支援 ・地域振興策企画
・関係者の調整

ゼロカーボン推進室・地域振興局 ・再エネ×観光の実践
・エコツーリズムの推進

観光（山岳リゾート）

スキー場

小水力

バイオマス きのこ廃培地

地熱
・小水力など地域の発電事業者
・売電収益を活用し地域振興

地域の再生可能エネルギー事業者

地域新電力

再エネ地域資源

宿泊施設

間伐材・きのこ廃培地・
家畜糞尿 等

農林業

地域金融機関

売電

RE100リゾート

森林組合・きのこ工場等

地域の工場等
・RE100リゾート・体制
支援
･県内水平展開

山岳高原観光課

ESG金融

・省エネ・再エネ施策
・関係団体支援

市町村

世界発信
世界標準のRE100リゾートをアピール

再エネ発電

再エネ利用

再エネ供給

雇用創出 観光客増加

地域内経済循環 RE100％地域

地域ファンド

地域住民等の出資
投融資

連携
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